
　本市では、平成21年３月から外部の有識者による「横浜市外郭団体等経営改革委員会」において、外郭団体ごとの経営課題について審議を行っており、本年９月９日には、先行して審議を行っていた13団体についての

提言をいただきました。

　先日、提言をいただいた13団体のうち、12団体について、本市としての経営改革に関する方針を決定しましたので、このうち経済観光局の５団体に関する方針についてご報告します。

１　方針の概要

　【本市の方針と提言との比較】

団体名

 1 （株）横浜インポートマート

 2 （財）横浜企業経営支援財団

 3 （財）三溪園保勝会

4 横浜食肉市場（株）

 5 （株）横浜市食肉公社

２　「市の方針」について
 「市の方針」は、今後各団体の経営改革を進めるに当たっての、市としての大きな方向性（考え方）を示したものであり、取組方法や具体的計画などの詳細は、引き続き検討を進めます。

３　今後のスケジュール（予定）
 （１） 方針が決定した５団体
    次期協約を締結する団体については、決定した市の方針に基づき、団体所管局と各団体が協議を進め、本年度末を目途に次期協約を策定します。

 （２） 現在委員会で審議中の７団体
    年内に審議が終了した団体については、２月を目途に市の方針を決定します。残る団体についても、本年度内に審議を終了し、４月に方針を決定する予定です。

　安全な食肉を安定供給するという公益性と、団体独自での黒字化は困難な状況から、株式会
社ではあるものの一定の財政支援を継続することが必要な状況である｡しかしながら､できる限
り財政支援を縮減するため、引き続き収入増加と経費縮減に取り組むこと。

　団体の設立根拠であるＦＡＺ法が廃止されるなど、本来の公益的使命を終えつつある。国や
出資者等関係機関との協議を行い、課題を精査した上で、市の関与を引き下げ、民間主体の運
営に移行していくこと。

外郭団体等の経営改革方針について

　食肉市場の中核である卸売業者として、今後も引き続き、食肉の安定供給
と適正な価格形成を図るとともに、財務状況の改善に努める。

　横浜市中央卸売市場食肉市場内唯一のと畜解体業者として、今後も引き続
き、安全かつ、質の高い食肉を安定的に生産する中で、財務状況の改善に努
める。

外郭団体等経営改革委員会　提言経営改革に関する市の方針

　外部意見も取り入れて長期的計画を策定し、名勝の魅力向上と財務体質の
改善を図る。

　平成26年度から始まる次々協約期間内に本市保有株式の一部譲渡の実現を
図るために、次期協約締結期間中はその準備として必要条件の整理や関係者
との調整を行うとともに、更なる経営の効率化に努め、財務状況の改善を行
う。

①産業活性化資金融資事業については、財団の直接貸付により、本来の事業目的である中小
　企業支援ではなく外郭団体に対する融資が急増し、リスク管理も不十分であることから、
　新規の直接貸付を廃止し、既存債権の回収業務のみとすること。
②窓口相談等事業については、団体が本来担うべき事業であるため、中小企業支援や外部専
　門家の活用をより効果的・効率的に実施できる体制を整えること。
③事業の再整理の状況も踏まえ、役職員数を削減し、効率的な執行体制を整えること。

　「中小企業支援センター」である財団の公益的使命を実現するため、中小
企業支援体制を整える。また、産業活性化資金融資事業の見直しを行う。

①日本庭園として本市唯一の名勝であり、公益性が十分認められるため、より積極的に魅力
　の向上を図るべきである。外部の意見も取り入れ、三溪園の目指すべき長期的なあり方を
　明確にすること。
②建造物・庭園維持管理事業費については、長期整備計画を策定の上、市の負担となる金額
　を明確にすること。また、それ以外の運営費については、団体の収入で補うことができる
　財務体質を整えること。
③実質的な経営を担う園長職については､庭園経営に必要とされる経歴などを十分検討の上､
　公募等により適切な人材を登用するべき。

　食肉の安定供給と適正な価格形成という公益性と､団体独自での黒字化は困難な状況から､株
式会社ではあるものの一定の財政支援を継続することが必要な状況である｡しかしながら､でき
る限り財政支援を縮減するため、引き続き収入増加と経費縮減に取り組むこと。
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